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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】第１圧縮室の吸入容積を減らすことなく、第２
圧縮室の吸入容積を増やすための技術を提供する。
【解決手段】ロータリ圧縮は、シャフト４、シリンダ５
、ピストン８、第１ベーン３２、第２ベーン３３、第１
吸入孔１９及び第２吸入孔２０を有する。第１ベーン３
２は、シリンダ５とピストン８との間の空間をピストン
８の周方向に沿って仕切っている。第２ベーン３３は、
第１圧縮室２５と、第１圧縮室２５の容積よりも小さい
容積を有する第２圧縮室２６とがシリンダ５内に形成さ
れるように、第１ベーン３２によって仕切られた空間を
ピストン８の周方向に沿ってさらに仕切っている。第１
吸入孔１９は、作動流体を第１圧縮室２５に導く。第２
吸入孔２０は、作動流体を第２圧縮室２６に導く。第２
圧縮室２６の吸入容積が増加するように、第１ベーン３
２が傾いている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シリンダと、
　自身と前記シリンダとの間に空間を形成するように前記シリンダ内に配置されたピスト
ンと、
　前記ピストンが取り付けられたシャフトと、
　前記シリンダに形成された第１ベーン溝に配置されており、前記空間を前記ピストンの
周方向に沿って仕切る第１ベーンと、
　前記シリンダに形成された第２ベーン溝に配置されており、第１圧縮室と、前記第１圧
縮室の容積よりも小さい容積を有する第２圧縮室とが前記シリンダ内に形成されるように
、前記第１ベーンによって仕切られた前記空間を前記ピストンの周方向に沿ってさらに仕
切る第２ベーンと、
　前記第１圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第１圧縮室に導く第１吸入孔と、
　前記第１圧縮室で圧縮された作動流体を前記第１圧縮室から前記第１圧縮室の外に導く
第１吐出孔と、
　前記第２圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第２圧縮室に導く第２吸入孔と、
　前記第２圧縮室で圧縮された作動流体を前記第２圧縮室から前記第２圧縮室の外に導く
第２吐出孔と、
　を備え、
　前記第１ベーンが前記ピストンによって前記第１ベーン溝に最大限に押し込まれた瞬間
における、前記ピストンの外周面をなす可動円と前記シリンダの内周面をなす固定円との
接点の位置を第１角度位置、前記第１角度位置から見て１８０度反対側における前記固定
円の上の位置を第２角度位置、前記第１角度位置及び前記第２角度位置を通り、前記シャ
フトの回転軸を含む仮想的な平面を第１基準平面、前記第１ベーンの往復運動の方向及び
前記シャフトの前記回転軸に平行、かつ前記第１ベーン溝の幅方向の中心を通る仮想的な
平面を第２基準平面、前記第２基準平面と前記固定円とが交差する位置を第３角度位置と
定義したとき、
　前記シャフトが回転すると、前記可動円と前記固定円との接点が前記第１角度位置、前
記第３角度位置及び第２角度位置の順番で通過するように、前記第２基準平面が前記第１
基準平面に対して傾いている、ロータリ圧縮機。
【請求項２】
　前記第１基準平面に対して、前記第２基準平面が０度より大きく、５度以下の範囲で傾
いている、請求項１に記載のロータリ圧縮機。
【請求項３】
　前記第２吸入孔に設けられた吸入逆止弁をさらに備えた、請求項１又は２に記載のロー
タリ圧縮機。
【請求項４】
　前記吸入逆止弁は、（i）前記第２圧縮室が最大容積に達した時点から、前記第２圧縮
室が最小容積に達する時点まで、（ii）前記第２圧縮室が最大容積に達した時点から、圧
縮された作動流体が前記第２吐出孔を通じて前記第２圧縮室の外に吐出され始める時点ま
で、又は（iii）前記第２圧縮室が最大容積に達した時点から、前記シリンダと前記ピス
トンとの接点が前記シャフトの回転に伴って前記第２吸入孔を通過する時点まで、前記第
２圧縮室に吸入された作動流体が前記第２吸入孔を通じて前記第２圧縮室の外に逆流する
ことを阻止する、請求項３に記載のロータリ圧縮機。
【請求項５】
　前記第２吸入孔が、前記第１吸入孔の開口面積よりも小さい開口面積を有する、請求項
１～４のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機。
【請求項６】
　前記第２吐出孔が、前記第１吐出孔の開口面積よりも小さい開口面積を有する、請求項
１～４のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機。
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【請求項７】
　前記ピストンによって前記第２ベーンが前記第２ベーン溝に最大限に押し込まれた瞬間
における前記可動円と前記固定円との接点の位置を第４角度位置と定義したとき、
　前記シャフトの回転方向に関して、前記第１角度位置から前記第４角度位置までの角度
θが２７０度以上に設定されている、請求項１～６のいずれか１項に記載のロータリ圧縮
機。
【請求項８】
　前記シリンダ、前記ピストン、前記第１ベーン及び前記第２ベーンを含む圧縮機構を収
容している密閉容器と、
　前記密閉容器の内部空間に向かって開口している吐出管と、
　前記第１吐出孔を通じて前記第１圧縮室の外に導かれた作動流体と前記第２吐出孔を通
じて前記第２圧縮室の外に導かれた作動流体とが前記密閉容器の内部空間を経由して前記
吐出管に流入するように、前記第１吐出孔及び前記第２吐出孔のそれぞれと前記密閉容器
の内部空間とを結ぶ吐出流路と、
　前記吐出流路から前記吐出管までの作動流体の流路上に位置するように、前記密閉容器
内に配置されたモータと、
　をさらに備えた、請求項１～７のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機。
【請求項９】
　前記シリンダを第１シリンダ、前記ピストンを第１ピストンと定義したとき、
　当該ロータリ圧縮機は、さらに、
　前記第１シリンダに対して同心円状に配置された第２シリンダと、
　前記第２シリンダ内に配置され、前記シャフトに取り付けられた第２ピストンと、
　前記第２シリンダ内に第３圧縮室が形成されるように、前記第２シリンダと前記第２ピ
ストンとの間の空間を前記第２ピストンの周方向に沿って仕切る第３ベーンと、
　前記第３圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第３圧縮室に導く第３吸入孔と、
　前記第３圧縮室で圧縮された作動流体を前記第３圧縮室から前記第３圧縮室の外に導く
第３吐出孔と、
　を備えた、請求項１～８のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機。
【請求項１０】
　前記シリンダを第１シリンダ、前記ピストンを第１ピストンと定義したとき、
　当該ロータリ圧縮機は、さらに、
　前記第１シリンダに対して同心円状に配置された第２シリンダと、
　自身と前記第２シリンダとの間に第２の空間を形成するように前記第２シリンダ内に配
置され、前記シャフトに取り付けられた第２ピストンと、
　前記第２シリンダに形成された第３ベーン溝に配置されており、前記第２の空間を前記
第２ピストンの周方向に沿って仕切る第３ベーンと、
　前記第２シリンダに形成された第４ベーン溝に配置されており、第３圧縮室と、前記第
３圧縮室の容積よりも小さい容積を有する第４圧縮室とが前記第２シリンダ内に形成され
るように、前記第３ベーンによって仕切られた前記第２の空間を前記第２ピストンの周方
向に沿ってさらに仕切る第４ベーンと、
　前記第３圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第３圧縮室に導く第３吸入孔と、
　前記第３圧縮室で圧縮された作動流体を前記第３圧縮室から前記第３圧縮室の外に導く
第３吐出孔と、
　前記第４圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第４圧縮室に導く第４吸入孔と、
　前記第４圧縮室で圧縮された作動流体を前記第４圧縮室から前記第４圧縮室の外に導く
第４吐出孔と、
　前記第４吸入孔に設けられた第２吸入逆止弁と、
　を備えた、請求項１～８のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機。
【請求項１１】
　前記シャフトは、前記第１ピストンが取り付けられた第１偏心部と、前記第２ピストン
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が取り付けられた第２偏心部とを含み、
　前記シャフトの回転方向に関して、前記第１偏心部の突出方向と前記第２偏心部の突出
方向との角度差が１８０°である、請求項９又は１０に記載のロータリ圧縮機。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載のロータリ圧縮機と、
　前記ロータリ圧縮機で圧縮された作動流体を冷却する放熱器と、
　前記放熱器で冷却された作動流体を膨張させる膨張機構と、
　前記膨張機構で膨張した作動流体を気相の作動流体と液相の作動流体とに分離する気液
分離器と、
　前記気液分離器で分離された液相の作動流体を蒸発させる蒸発器と、
　前記蒸発器から流出した作動流体を前記ロータリ圧縮機の前記第１吸入孔に導く吸入流
路と、
　前記気液分離器で分離された気相の作動流体を前記ロータリ圧縮機の前記第２吸入孔に
導くインジェクション流路と、
　を備えた、冷凍サイクル装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロータリ圧縮機及び冷凍サイクル装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　中間圧を有する気相の冷媒を圧縮機にインジェクションすることにより、冷凍サイクル
装置の効率が向上することが知られている（特許文献１参照）。インジェクション技術を
採用できる圧縮機として、シリンダ内に第１圧縮室と第２圧縮室とが形成されるように複
数のベーン（ブレード）を設けたローリングピストン型圧縮機が提案されている（特許文
献２参照）。
【０００３】
　図２０は、特許文献２の図３に記載されたヒートポンプ式暖房装置の構成図である。ヒ
ートポンプ式暖房装置５００は、ローリングピストン型圧縮機５０１、凝縮器５０３、膨
張機構５０４、気液分離器５０７及び蒸発器５０９を備え、蒸発器５０９からの気相の冷
媒及び気液分離器５０７で分離された中間圧の気相の冷媒を圧縮機５０１でそれぞれ圧縮
するように構成されている。圧縮機５０１のシリンダ５２２に取り付けられたベーン５２
５及び５３５によって、シリンダ５２２とロータ５２３との間の空間が第１圧縮室５２６
及び第２圧縮室５２７に区画されている。第１圧縮室５２６は、吸入孔５２６ａ及び吐出
孔５２７ｂを有する。第２圧縮室５２７は、吸入孔５２７ａ及び吐出孔５２７ｂを有する
。吸入孔５２６ａが蒸発器５０９に接続され、吸入孔５２７ａが気液分離器５０７に接続
されている。吐出孔５２６ｂ及び吐出孔５２７ｂは１つに集合し、凝縮器５０３に接続さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－１１２７５３号公報
【特許文献２】特公平３－５３５３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　図２０に示す圧縮機５０１において、第１圧縮室５２６の吸入容積に対する第２圧縮室
５２７の吸入容積の比率は、圧縮機５０１の用途等に応じて適切に定められるべきである
。圧縮室５２６及び５２７の吸入容積は、それぞれ、２つのベーン５２５及び５３５の位
置によって決まる。例えば、ベーン５２５とベーン５３５とのなす角度を大きくすると、
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第２圧縮室５２７の吸入容積が増える。しかし、この方法によれば、第１圧縮室５２６の
吸入容積が減少する。
【０００６】
　本発明の目的は、第１圧縮室の吸入容積を減らすことなく、第２圧縮室の吸入容積を増
やすための技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち、本発明は、
　シリンダと、
　自身と前記シリンダとの間に空間を形成するように前記シリンダ内に配置されたピスト
ンと、
　前記ピストンが取り付けられたシャフトと、
　前記シリンダに形成された第１ベーン溝に配置されており、前記空間を前記ピストンの
周方向に沿って仕切る第１ベーンと、
　前記シリンダに形成された第２ベーン溝に配置されており、第１圧縮室と、前記第１圧
縮室の容積よりも小さい容積を有する第２圧縮室とが前記シリンダ内に形成されるように
、前記第１ベーンによって仕切られた前記空間を前記ピストンの周方向に沿ってさらに仕
切る第２ベーンと、
　前記第１圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第１圧縮室に導く第１吸入孔と、
　前記第１圧縮室で圧縮された作動流体を前記第１圧縮室から前記第１圧縮室の外に導く
第１吐出孔と、
　前記第２圧縮室で圧縮するべき作動流体を前記第２圧縮室に導く第２吸入孔と、
　前記第２圧縮室で圧縮された作動流体を前記第２圧縮室から前記第２圧縮室の外に導く
第２吐出孔と、
　を備え、
　前記第１ベーンが前記ピストンによって前記第１ベーン溝に最大限に押し込まれた瞬間
における、前記ピストンの外周面をなす可動円と前記シリンダの内周面をなす固定円との
接点の位置を第１角度位置、前記第１角度位置から見て１８０度反対側における前記固定
円の上の位置を第２角度位置、前記第１角度位置及び前記第２角度位置を通り、前記シャ
フトの回転軸を含む仮想的な平面を第１基準平面、前記第１ベーンの往復運動の方向及び
前記シャフトの前記回転軸に平行、かつ前記第１ベーン溝の幅方向の中心を通る仮想的な
平面を第２基準平面、前記第２基準平面と前記固定円とが交差する位置を第３角度位置と
定義したとき、
　前記シャフトが回転すると、前記可動円と前記固定円との接点が前記第１角度位置、前
記第３角度位置及び第２角度位置の順番で通過するように、前記第２基準平面が前記第１
基準平面に対して傾いている、ロータリ圧縮機を提供する。
【０００８】
　他の側面において、本発明は、
　上記本発明のロータリ圧縮機と、
　前記ロータリ圧縮機で圧縮された作動流体を冷却する放熱器と、
　前記放熱器で冷却された作動流体を膨張させる膨張機構と、
　前記膨張機構で膨張した作動流体を気相の作動流体と液相の作動流体とに分離する気液
分離器と、
　前記気液分離器で分離された液相の作動流体を蒸発させる蒸発器と、
　前記蒸発器から流出した作動流体を前記ロータリ圧縮機の前記第１吸入孔に導く吸入流
路と、
　前記気液分離器で分離された気相の作動流体を前記ロータリ圧縮機の前記第２吸入孔に
導くインジェクション流路と、
　を備えた、冷凍サイクル装置を提供する。
【発明の効果】
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【０００９】
　本発明によれば、第１圧縮室の吸入容積を減らすことなく、第２圧縮室の吸入容積を増
やすことができる。これにより、シリンダの容積を有効に活用でき、ひいてはロータリ圧
縮機の運転効率を高めることができる。
【００１０】
　なお、本明細書において、「吸入容積」とは、圧縮行程が始まる瞬間における圧縮室の
容積を意味する。言い換えれば、吸入容積は、シャフトが１回転する間に圧縮室に吸入さ
れるべき冷媒の量（体積流量）を意味する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の第１実施形態に係る冷凍サイクル装置の構成図
【図２】図１に示す冷凍サイクル装置に使用されたロータリ圧縮機の縦断面図
【図３】図２に示すロータリ圧縮機のＡ－Ａ線に沿った横断面図
【図４】吸入逆止弁の拡大断面図
【図５Ａ】弁本体の側面図及び平面図
【図５Ｂ】弁止めの側面図及び平面図
【図６】圧縮機構の斜視図
【図７】ロータリ圧縮機の動作をシャフトの回転角度毎に示す概略図
【図８Ａ】参照例における第１圧縮室の吸入容積を示す概略図
【図８Ｂ】第１実施形態における第１圧縮室の吸入容積を示す概略図
【図９Ａ】参照例における第２圧縮室の吸入容積を示す概略図
【図９Ｂ】第１実施形態における第２圧縮室の吸入容積を示す概略図
【図１０】第１基準平面に対する第２基準平面の傾き角度ξと第２圧縮室の吸入容積の増
加率との関係を示すグラフ
【図１１Ａ】第１圧縮室の最大容積を示す概略図
【図１１Ｂ】冷媒の逆流を考慮した、第１圧縮室の吸入容積を示す概略図
【図１２】変形例に係るロータリ圧縮機の縦断面図
【図１３】図１２に示すロータリ圧縮機のＢ－Ｂ線に沿った横断面図
【図１４】本発明の第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の構成図
【図１５】図１４に示す冷凍サイクル装置に使用されたロータリ圧縮機の縦断面図
【図１６Ａ】図１５に示すロータリ圧縮機のＤ－Ｄ線に沿った横断面図
【図１６Ｂ】図１５に示すロータリ圧縮機のＥ－Ｅ線に沿った横断面図
【図１７】第２圧縮機構の変形例を示す横断面図
【図１８】第１シリンダの厚みと第２シリンダの厚みとの関係を示す概略図
【図１９】第１インジェクション流路及び第２インジェクション流路の変形例を示す部分
構成図
【図２０】従来のヒートポンプ暖房装置の構成図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、添付の図面を参照しつつ本発明の実施形態を説明する。ただし、本発明は、以下
に説明する実施形態によって限定解釈されない。各実施形態及び各変形例は、発明の要旨
を逸脱しない範囲内で相互に組み合わせることができる。
【００１３】
（第１実施形態）
　図１は、本実施形態に係る冷凍サイクル装置の構成図である。冷凍サイクル装置１００
は、ロータリ圧縮機１０２、第１熱交換器１０４、第１膨張機構１０６、気液分離器１０
８、第２膨張機構１１０及び第２熱交換器１１２を備えている。これらの構成要素は、冷
媒回路１０を形成するように、流路１０ａ～１０ｄによって上記の順番に環状に接続され
ている。流路１０ａ～１０ｄは、典型的には、冷媒配管で構成されている。冷媒回路１０
には、作動流体として、ハイドロフルオロカーボン、二酸化炭素等の冷媒が充填されてい
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る。
【００１４】
　冷凍サイクル装置１００は、さらに、インジェクション流路１０ｊを備えている。イン
ジェクション流路１０ｊは、気液分離器１０８に接続された一端とロータリ圧縮機１０２
に接続された他端とを有し、気液分離器１０８で分離された気相の冷媒をロータリ圧縮機
１０２に直接に導く。インジェクション流路１０ｊは、典型的には、冷媒配管で構成され
ている。インジェクション流路１０ｊに減圧弁が設けられていてもよい。インジェクショ
ン流路１０ｊにアキュームレータが設けられていてもよい。
【００１５】
　冷媒回路１０には、冷媒の流れ方向を切り替えることができる切り替え機構として、四
方弁１１６が設けられている。図１に実線で示すように四方弁１１６を制御すると、ロー
タリ圧縮機１０２で圧縮された冷媒は第１熱交換器１０４に供給される。この場合、第１
熱交換器１０４は、ロータリ圧縮機１０２で圧縮された冷媒を冷却する放熱器（凝縮器）
として機能する。第２熱交換器１１２は、気液分離器１０８で分離された液相の冷媒を蒸
発させる蒸発器として機能する。他方、図１に破線で示すように四方弁１１６を制御する
と、ロータリ圧縮機１０２で圧縮された冷媒は第２熱交換器１１２に供給される。この場
合、第１熱交換器１０４が蒸発器として機能し、第２熱交換器１１２が放熱器として機能
する。四方弁１１６により、例えば、冷凍サイクル装置１００を採用した空気調和装置に
冷房及び暖房の両方の機能を付与できる。
【００１６】
　ロータリ圧縮機１０２は、冷媒を高温高圧に圧縮するための機器である。ロータリ圧縮
機１０２は、第１吸入孔１９（主吸入孔）及び第２吸入孔２０（インジェクション吸入孔
）を有する。第１熱交換器１０４又は第２熱交換器１１２から流出した冷媒がロータリ圧
縮機１０２に導かれるように、第１吸入孔１９に流路１０ｄが接続されている。気液分離
器１０８で分離された気相の冷媒がロータリ圧縮機１０２に導かれるように、第２吸入孔
２０にインジェクション流路１０ｊが接続されている。
【００１７】
　第１熱交換器１０４は、典型的には、空気－冷媒熱交換器又は水－冷媒熱交換器で構成
されている。第２熱交換器１１２も典型的には空気－冷媒熱交換器又は水－冷媒熱交換器
で構成されている。冷凍サイクル装置１００を空気調和装置に採用する場合、第１熱交換
器１０４及び第２熱交換器１１２の両方が空気－冷媒熱交換器で構成される。冷凍サイク
ル装置１００を給湯機又は給湯暖房機に採用する場合、第１熱交換器１０４が水－冷媒熱
交換器で構成され、第２熱交換器１１２が空気－冷媒熱交換器で構成される。
【００１８】
　第１膨張機構１０６及び第２膨張機構１１０は、放熱器としての第１熱交換器１０４（
又は第２熱交換器１１２）で冷却された冷媒又は気液分離器１０８で分離された液相の冷
媒を膨張させるための機器である。第１膨張機構１０６及び第２膨張機構１１０は、典型
的には、膨張弁で構成されている。好適な膨張弁として、開度を変更できる弁、例えば電
動膨張弁が挙げられる。第１膨張機構１０６は、第１熱交換器１０４と気液分離器１０８
との間の流路１０ｂ上に設けられている。第２膨張機構１１０は、気液分離器１０８と第
２熱交換器１１２との間の流路１０ｃ上に設けられている。膨張機構１０６及び１１０は
、それぞれ、冷媒から動力を回収できる容積型膨張機で構成されていてもよい。
【００１９】
　気液分離器１０８は、第１膨張機構１０６又は第２膨張機構１１０で膨張した冷媒を気
相の冷媒と液相の冷媒とに分離する。気液分離器１０８には、第１膨張機構１０６又は第
２膨張機構１１０で膨張した冷媒の入口、液相の冷媒の出口及び気相の冷媒の出口が設け
られている。気相の冷媒の出口にインジェクション流路１０ｊの一端が接続されている。
【００２０】
　冷媒回路１０には、アキュームレータ、内部熱交換器等の他の機器が設けられていても
よい。
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【００２１】
　図２は、図１に示す冷凍サイクル装置に使用されたロータリ圧縮機の縦断面図である。
図３は、図２に示すロータリ圧縮機のＡ－Ａ線に沿った横断面図である。ロータリ圧縮機
１０２は、密閉容器１、モータ２、圧縮機構３及びシャフト４を備えている。圧縮機構３
は、密閉容器１内の下部に配置されている。モータ２は、密閉容器１内において、圧縮機
構３の上に配置されている。シャフト４によって、圧縮機構３とモータ２とが連結されて
いる。密閉容器１の上部には、モータ２に電力を供給するための端子２１が設けられてい
る。密閉容器１の底部には、潤滑油を保持するための油溜り２２が形成されている。
【００２２】
　モータ２は、ステータ１７及びロータ１８で構成されている。ステータ１７は、密閉容
器１の内壁に固定されている。ロータ１８は、シャフト４に固定されており、かつシャフ
ト４とともに回転する。
【００２３】
　密閉容器１の上部には、吐出管１１が設けられている。吐出管１１は、密閉容器１の上
部を貫通しているとともに、密閉容器１の内部空間１３に向かって開口している。吐出管
１１は、圧縮機構３で圧縮された冷媒を密閉容器１の外部に導く吐出流路としての役割を
担う。つまり、吐出管１１は、図１に示す流路１０ａの一部を構成している。ロータリ圧
縮機１０２の動作時において、密閉容器１の内部空間１３は、圧縮された冷媒で満たされ
る。つまり、ロータリ圧縮機１０２は、高圧シェル型の圧縮機である。高圧シェル型のロ
ータリ圧縮機１０２によれば、冷媒でモータ２を冷却できるのでモータ効率の向上を期待
できる。冷媒がモータ２で加熱されると、冷凍サイクル装置１００の加熱能力も向上する
。
【００２４】
　圧縮機構３は、冷媒を圧縮するようにモータ２によって動かされる。図２及び図３に示
すように、圧縮機構３は、シリンダ５、主軸受６、副軸受７、ピストン８、マフラー９、
第１ベーン３２、第２ベーン３３、第１吐出弁４３、第２吐出弁４４及び吸入逆止弁５０
を有する。本実施形態では、第１吸入孔１９及び第２吸入孔２０のうち、第２吸入孔２０
にのみ吸入逆止弁５０が設けられている。
【００２５】
　シャフト４は、半径方向の外向きに突出した偏心部４ａを有する。ピストン８は、シリ
ンダ５の内部に配置されている。シリンダ５の内部において、シャフト４の偏心部４ａに
ピストン８が取り付けられている。シリンダ５には、第１ベーン溝３４及び第２ベーン溝
３５が形成されている。
【００２６】
　第１ベーン溝３４には、ピストン８の外周面に接する先端を有する第１ベーン３２（ブ
レード）がスライドできるように取り付けられている。第１ベーン３２は、シリンダ５と
ピストン８との間の空間をピストン８の周方向に沿って仕切っている。第２ベーン溝３５
には、ピストン８の外周面に接する先端を有する第２ベーン３３（ブレード）がスライド
できるように取り付けられている。第２ベーン３３は、シリンダ５とピストン８との間の
空間をピストン８の周方向に沿ってさらに仕切っている。これにより、シリンダ５の内部
に、第１圧縮室２５（主圧縮室）と、第１圧縮室２５の容積よりも小さい容積を有する第
２圧縮室２６（インジェクション圧縮室）とが形成されている。
【００２７】
　本実施形態では、第１ベーン溝３４の幅方向の中心を通る仮想的な平面が、シャフト４
の回転軸Ｏからオフセットするように、第１ベーン溝３４が傾いている。この構成によれ
ば、第１圧縮室２５の吸入容積を減らすことなく、第２圧縮室２６の吸入容積を増やすこ
とができる。詳細には、以下の要件を満足するように第１ベーン溝３４の傾斜方向が規定
されているとき、第２圧縮室２６の吸入容積を増やすことができる。
【００２８】
　まず、第１ベーン３２がピストン８によって第１ベーン溝３４に最大限に押し込まれた
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瞬間における、ピストン８の外周面をなす可動円８ａとシリンダ５の内周面をなす固定円
５ａとの接点の位置を第１角度位置Ｔ１と定義する。第１ベーン溝３４は、第１角度位置
Ｔ１でシリンダ５の内部に向かって開口するように形成されている。次に、第１角度位置
Ｔ１から見て１８０度反対側における固定円５ａの上の位置を第２角度位置Ｔ２と定義す
る。次に、第１角度位置Ｔ１及び第２角度位置Ｔ２を通り、シャフト４の回転軸Ｏを含む
仮想的な平面を第１基準平面Ｐ１と定義する。次に、第１ベーン３２の往復運動の方向及
びシャフト４の回転軸Ｏに平行、かつ第１ベーン溝３４の幅方向の中心を通る仮想的な平
面を第２基準平面Ｐ２と定義する。そして、第１角度位置Ｔ１を除き、第２基準平面Ｐ２
と固定円５ａとが交差する位置を第３角度位置Ｔ３と定義する。シャフト４が順方向（図
３では時計回り方向）に回転すると、可動円８ａと固定円５ａとの接点が第１角度位置Ｔ
１、第３角度位置Ｔ３及び第２角度位置Ｔ２の順番で通過するように、第２基準平面Ｐ２
が第１基準平面Ｐ１に対して傾いている。
【００２９】
　言い換えれば、可動円８ａと固定円５ａとの接点が第１角度位置Ｔ１から第２角度位置
Ｔ２まで進んだときのシャフト４の回転角度が１８０度を下回るように、第２基準平面Ｐ
２がシャフト４の回転軸Ｏからオフセットしている。
【００３０】
　なお、シャフト４の回転軸Ｏに平行、かつ第２ベーン溝３５の幅方向の中心を通る仮想
的な平面Ｐ３（第３基準平面）は、シャフト４の回転軸Ｏを通っている。第２ベーン３３
がピストン８によって第２ベーン溝３５に最大限に押し込まれた瞬間における、可動円８
ａと固定円５ａとの接点の位置を第４角度位置Ｔ４と定義すると、第２ベーン溝３５は、
第４角度位置Ｔ４でシリンダ５の内部に向かって開口するように形成されている。
【００３１】
　本実施形態のロータリ圧縮機１０２によれば、ベーン３２及び３３の先端面がピストン
８の表面を摺動する。すなわち、ロータリ圧縮機１０２は、いわゆるローリングピストン
式圧縮機として構成されている。ただし、ピストン８と、第１ベーン３２及び第２ベーン
３３から選ばれる１つとが単一の部品、いわゆるスイングピストンで構成されていてもよ
い。また、第１ベーン３２及び第２ベーン３３から選ばれる少なくとも１つが、ピストン
８に結合していてもよい。
【００３２】
　第１ベーン３２の背後には、第１ばね３６が配置されている。第２ベーン３３の背後に
は、第２ばね３７が配置されている。第１ばね３６及び第２ばね３７は、それぞれ、第１
ベーン３２及び第２ベーン３３をピストン８に向けて押している。第１ベーン溝３４の後
部及び第２ベーン溝３５の後部は、それぞれ、密閉容器１の内部空間１３に連通している
。従って、密閉容器１の内部空間１３の圧力が第１ベーン３２の背面及び第２ベーン３３
の背面に加えられる。また、第１ベーン溝３４及び第２ベーン溝３５には、油溜り２２に
溜められた潤滑油が供給される。
【００３３】
　本明細書では、第１角度位置Ｔ１をシャフト４の回転方向に沿った「０度」の位置と定
義する。言い換えれば、第１ベーン３２がピストン８によって第１ベーン溝３４に最大限
に押し込まれた瞬間におけるシャフト４の回転角度を「０度」と定義する。本実施形態に
おいて、第１角度位置Ｔ１から第４角度位置Ｔ４までの角度θ（度）は、シャフト４の回
転方向に関して、例えば２７０～３５０度の範囲にある。角度θが２７０度以上に設定さ
れていると、第１圧縮室２５の吸入行程において、第１吸入孔１９を通じて第１圧縮室２
５から第１吸入管１４に逆流する冷媒の量が十分に少ない。そのため、第１吸入孔１９に
逆止弁を設ける必要がない。もちろん、第１吸入孔１９に逆止弁が設けられていてもよい
。
【００３４】
　図２に示すように、主軸受６及び副軸受７は、シリンダ５を閉じるようにシリンダ５の
上側及び下側にそれぞれ配置されている。マフラー９は、主軸受６の上部に設けられてお
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り、第１吐出弁４３及び第２吐出弁４４を覆っている。マフラー９には、圧縮された冷媒
を密閉容器１の内部空間１３に導くための吐出孔９ａが形成されている。シャフト４は、
マフラー９の中心部を貫通しているとともに、主軸受６及び副軸受７によって回転可能に
支持されている。
【００３５】
　図２及び図３に示すように、本実施形態において、第１吸入孔１９及び第２吸入孔２０
は、シリンダ５に形成されている。第１吸入孔１９は、第１圧縮室２５で圧縮するべき冷
媒を第１圧縮室２５に導く。第２吸入孔２０は、第２圧縮室２６で圧縮するべき冷媒を第
２圧縮室２６に導く。なお、第１吸入孔１９及び第２吸入孔２０は、それぞれ、主軸受６
又は副軸受７に形成されていてもよい。
【００３６】
　本実施形態において、第２吸入孔２０は、第１吸入孔１９の開口面積よりも小さい開口
面積を有する。第２吸入孔２０の開口面積が小さければ小さいほど吸入逆止弁５０の部品
の寸法も小さい。このことは、吸入逆止弁５０に起因する死容積（デッドボリューム）の
増大を抑制する観点、及び設計の余裕を確保する観点で重要である。第１吸入孔１９の開
口面積をＳ1、第２吸入孔２０の開口面積をＳ2としたとき、開口面積Ｓ1及びＳ2は、例え
ば１．１≦（Ｓ1／Ｓ2）≦３０を満たす。なお、「死容積」とは、作動室として機能しな
い容積を意味する。一般に、容積型流体機械にとって、大きい死容積は好ましくない。
【００３７】
　図３に示すように、圧縮機構３には、第１吸入管１４（主吸入管）及び第２吸入管１６
（インジェクション吸入管）が接続されている。第１吸入管１４は、第１吸入孔１９に冷
媒を供給できるように、密閉容器１の胴部を貫通してシリンダ５に嵌め込まれている。第
１吸入管１４は、図１に示す流路１０ｄの一部を構成している。第２吸入管１６は、第２
吸入孔２０に冷媒を供給できるように、密閉容器１の胴部を貫通してシリンダ５に嵌め込
まれている。第２吸入管１６は、図１に示すインジェクション流路１０ｊの一部を構成し
ている。
【００３８】
　圧縮機構３には、さらに、第１吐出孔４０（主吐出孔）及び第２吐出孔４１（インジェ
クション吐出孔）が設けられている。第１吐出孔４０及び第２吐出孔４１は、それぞれ、
主軸受６をシャフト４の軸方向に貫通する形で主軸受６に形成されている。第１吐出孔４
０は、第１圧縮室２５で圧縮された冷媒を第１圧縮室２５から第１圧縮室２５の外（本実
施形態ではマフラー９の内部空間）に導く。第２吐出孔４１は、第２圧縮室２６で圧縮さ
れた冷媒を第２圧縮室２６から第２圧縮室２６の外（本実施形態ではマフラー９の内部空
間）に導く。第１吐出孔４０及び第２吐出孔４１には、それぞれ、第１吐出弁４３及び第
２吐出弁４４が設けられている。第１圧縮室２５の圧力が密閉容器１の内部空間１３の圧
力（冷凍サイクルの高圧）を上回った場合に、第１吐出弁４３が開く。第２圧縮室２６の
圧力が密閉容器１の内部空間１３の圧力を上回った場合に、第２吐出弁４４が開く。
【００３９】
　マフラー９は、第１吐出孔４０及び第２吐出孔４１のそれぞれと密閉容器１の内部空間
１３とを結ぶ吐出流路としての役割を担う。第１吐出孔４０を通じて第１圧縮室２５の外
に導かれた冷媒と第２吐出孔４１を通じて第２圧縮室２６の外に導かれた冷媒とがマフラ
ー９の内部で合流する。合流した冷媒は、密閉容器１の内部空間１３を経由して吐出管１
１に流入する。密閉容器１内には、マフラー９から吐出管１１までの冷媒の流路上に位置
するようにモータ２が配置されている。このような構成によれば、冷媒によるモータ２の
冷却及びモータ２の熱による冷媒の加熱を効率的に行うことができる。
【００４０】
　本実施形態において、第２吐出孔４１は、第１吐出孔４０の開口面積よりも小さい開口
面積を有する。第２吐出孔４１の開口面積が小さければ小さいほど、第２吐出孔４１に起
因する死容積を小さくできる。第１吐出孔４０の開口面積をＳ3、第２吐出孔４１の開口
面積をＳ4としたとき、開口面積Ｓ3及びＳ4は、例えば１．１≦（Ｓ3／Ｓ4）≦１５を満
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たす。
【００４１】
　なお、第２吸入孔２０の開口面積Ｓ2が第１吸入孔１９の開口面積Ｓ1に等しい場合もあ
りうる。さらに、第２吐出孔４１の開口面積Ｓ4が第１吐出孔４０の開口面積Ｓ3に等しい
場合もありうる。各吸入孔及び各吐出孔の寸法は、それらを通過する冷媒の流量を考慮し
て適切に決定されるべきである。より詳細には、死容積と圧力損失とのバランスを考慮し
て決定されるべきである。
【００４２】
　図４に示すように、吸入逆止弁５０は、弁本体５１及び弁止め５２を含む。シリンダ５
の上面５ｐには平面視で短冊の形をした浅い溝５ｇが形成されており、その溝５ｇに弁本
体５１及び弁止め５２が装着されている。溝５ｇは、シリンダ５の半径方向の外向きに延
びているとともに、第２圧縮室２６に連通している。第２吸入孔２０は、溝５ｇの底部に
開口している。詳細には、第２吸入孔２０は、シリンダ５に形成された有底孔で構成され
ており、その有底孔は、溝５ｇの底部に開口している。第２吸入孔２０に冷媒を供給でき
るように、シリンダ５の外周面からシリンダ５の中心に向かって延びる吸入流路５ｆがシ
リンダ５の内部に形成されている。その吸入流路５ｆに吸入管１６が接続されている。
【００４３】
　図５Ａに示すように、弁本体５１は、第２吸入孔２０を閉じる裏面５１ｑと、第２吸入
孔２０を閉じたときに第２圧縮室２６内の雰囲気に曝される表面５１ｐとを有する。吸入
逆止弁５０の弁本体５１の可動範囲が第２圧縮室２６内に設定されている。弁本体５１は
、全体として薄板の形状を有しており、典型的には、薄い金属板（リード弁）で構成され
ている。
【００４４】
　図５Ｂに示すように、弁止め５２は、第２吸入孔２０を開くときに弁本体５１の厚み方
向への変位量を制限する支持面５２ｑを有する。支持面５２ｑは、弁止め５２の厚みが第
２圧縮室２６に近づくにつれて減少するように、緩やかな曲面を形成している。すなわち
、弁止め５２は、全体として靴型のような形を有している。弁止め５２の先端面５２ｔは
、シリンダ５の内径と同じ曲率半径の円弧の形状を有している。
【００４５】
　弁本体５１は、第２吸入孔２０を開閉できるように溝５ｇに配置されている。弁本体５
１が第２吸入孔２０を閉じたときに支持面５２ｑが第２圧縮室２６内の雰囲気に曝される
ように、弁止め５２が溝５ｇに配置されている。弁本体５１及び弁止め５２は、ボルト等
の締結具５４によってシリンダ５に固定されている。弁本体５１の後端部は弁止め５２と
溝５ｇとの間に挟まれて動けないが、弁本体５１の先端部は固定されておらず、揺れ動け
る。弁止め５２及び第２吸入孔２０を平面視したとき、第２吸入孔２０は弁止め５２の支
持面５２ｑに重なっている。
【００４６】
　弁止め５２の後端部付近において、弁本体５１の厚みと弁止め５２の厚みとの合計の厚
みは、溝５ｇの深さに概ね一致している。溝５ｇに弁本体５１及び弁止め５２を装着した
とき、シリンダ５の厚み方向に関して、弁止め５２の上面５２ｐの位置はシリンダ５の上
面の位置に一致する。
【００４７】
　図５Ａに示すように、弁本体５１は、第２吸入孔２０を開閉するための幅広部分５５を
有する。幅広部分５５の最大幅Ｗ1は、弁止め５２の先端部の幅Ｗ2、言い換えれば、シリ
ンダ５に面した位置における溝５ｇの幅よりも広い。幅広部分５５により、第２吸入孔２
０を閉じるためのシール幅を確保しつつ、死容積の増大を抑制できる。
【００４８】
　図４及び図６に示すように、溝５ｇの深さは、例えば、シリンダ５の厚みの半分よりも
小さい。また、溝５ｇの大部分は弁止め５２によって埋められている。溝５ｇのごく一部
が、弁本体５１の可動範囲として残されている。
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【００４９】
　吸入逆止弁５０は、シャフト５の回転に伴って次のように動作する。第２圧縮室２６の
圧力が吸入流路５ｆ及び第２吸入管１６の圧力を下回った場合、弁本体５１が弁止め５２
の支持面５２ｑに沿う形状に変位する。言い換えれば、弁本体５１が押し上げられる。こ
れにより、第２吸入孔２０と第２圧縮室２６とが連通し、第２吸入孔２０を通じて第２圧
縮室２６に冷媒が供給される。他方、第２圧縮室２６の圧力が吸入流路５ｆ及び第２吸入
管１６の圧力を上回った場合、弁本体５１が元の平らな形状に復帰する。これにより、第
２吸入孔２０が閉じられる。従って、第２圧縮室２６に吸入された冷媒が第２吸入孔２０
を通じて吸入流路５ｆ及び第２吸入管１６に逆流することを防止できる。
【００５０】
　また、吸入逆止弁５０は、（i）（ii）又は（iii）で特定される期間において、第２圧
縮室２６に吸入された冷媒が第２吸入孔２０を通じて第２圧縮室２６の外に逆流すること
を阻止する。（i）吸入逆止弁５０は、第２圧縮室２６が最大容積に達した時点から、第
２圧縮室２６が最小容積（≒０）に達する時点まで、逆流を阻止する。（ii）吸入逆止弁
５０は、第２圧縮室２６が最大容積に達した時点から、圧縮された冷媒が第２吐出孔４１
を通じて第２圧縮室２６の外に吐出され始める時点まで、逆流を阻止する。（iii）吸入
逆止弁５０は、第２圧縮室２６が最大容積に達した時点から、シリンダ５とピストン８と
の接点がシャフト４の回転に伴って第２吸入孔２０を通過する時点まで、逆流を阻止する
。角度θが比較的大きい場合、吸入逆止弁５０は（i）の動きをする。角度θが比較的小
さい場合、吸入逆止弁５０は（ii）又は（iii）の動きをする。
【００５１】
　本実施形態の吸入逆止弁５０によれば、上記したいくつかの特徴的な構造により、吸入
孔に逆止弁を設けることに基づく死容積の増大を抑制できる。つまり、吸入逆止弁５０は
、高い圧縮機効率の達成に寄与する。従って、本実施形態のロータリ圧縮機１０２を用い
た冷凍サイクル装置１００は、高いＣＯＰを有する。
【００５２】
　なお、第２吸入孔２０は、主軸受６又は副軸受７に形成されていてもよい。この場合、
図３～図６を参照して説明した構造を有する吸入逆止弁５０を主軸受６又は副軸受７に設
けることができる。主軸受６（又は副軸受７）とシリンダ５との間にシリンダ５を閉じる
ための部材（閉塞部材）を設け、この部材に吸入逆止弁５０を設けることもできる。
【００５３】
　吸入逆止弁５０は、ロータリ圧縮機１０２に必須ではないが、圧縮機効率を改善するた
めに、吸入逆止弁５０を設けることが望ましい。
【００５４】
　次に、図７を参照して、ロータリ圧縮機の動作を時系列で説明する。図７中の角度は、
シャフト４の回転角度を表している。なお、図７に示す角度は、あくまでも例示にすぎず
、図７に示された角度で各行程が必ず開始又は終了するわけではない。第１圧縮室２５に
冷媒を吸入する行程は、シャフト４が０度の回転角度を占有するときから、概ね３６０度
の回転角度を占有するときまで行われる。すなわち、第１圧縮室２５に吸入される冷媒の
量は、シャフト４が３６０度の回転角度を占有するときの第１圧縮室２５の容積に等しい
。
【００５５】
　第１圧縮室２５に吸入された冷媒は、シャフト４の回転に伴って圧縮される。圧縮行程
は、第１圧縮室２５の圧力が密閉容器１の内部空間１３の圧力を上回るまで続く。図７に
おいて、圧縮行程は、シャフト４が３６０度の回転角度を占有するときから、５４０度の
回転角度を有するときまで行われている。圧縮された冷媒を第１圧縮室２５の外に吐出す
る行程は、シリンダ５とピストン８との接点が第１吐出孔４０を通過するまで行われる。
図７において、吐出行程は、シャフト４が５４０度の回転角度を占有するときから、（６
３０＋α）度の回転角度を占有するときまで行われている。「α」は、２７０度の角度位
置から第２ベーン３３が配置された第４角度位置Ｔ４までの角度を表す。
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【００５６】
　他方、第２圧縮室２６に冷媒を吸入する行程は、シャフト４が（２７０＋α）度の回転
角度を占有するときから、θ2度の回転角度を占有するときまで行われる。「θ2」は、第
２圧縮室２６の容積が最大となるときのシャフト４の回転角度を表す。図３において、第
２基準平面Ｐ２が第１基準平面Ｐ１に一致していると仮定すると、θ2は、αを用いて、
（４９５＋α／２）で表される。第２圧縮室２６に吸入される冷媒の量は、シャフト４が
θ2度の回転角度を占有するときの第２圧縮室２６の容積に等しい。
【００５７】
　第２圧縮室２６に吸入された冷媒は、シャフト４の回転に伴って圧縮される。圧縮行程
は、第２圧縮室２６の圧力が密閉容器１の内部空間１３の圧力を上回るまで続く。図７に
おいて、圧縮行程は、シャフト４がθ2度の回転角度を占有するときから、６３０度の回
転角度を占有するときまで行われている。圧縮された冷媒を第２圧縮室２６の外に吐出す
る行程は、シリンダ５とピストン８との接点が第２吐出孔４１を通過するまで行われる。
図７において、吐出行程は、シャフト４が６３０度の回転角度を占有するときから、７２
０度の回転角度を占有するときまで行われている。
【００５８】
　第１圧縮室２５の吸入容積及び第２圧縮室２６の吸入容積について詳細に説明する。
【００５９】
　図８Ａ及び図９Ａに参照例として示すように、第２基準平面Ｐ２が第１基準平面Ｐ１に
一致していると仮定する。他方、図８Ｂ及び図９Ｂに示すように、本実施形態では、第１
基準平面Ｐ１に対して第２基準平面Ｐ２が傾いている。
【００６０】
　図８Ａ及び図８Ｂにドットで示された部分の面積がそれぞれ第１圧縮室２５の吸入容積
を表している。本実施形態（図８Ｂ）における第１圧縮室２５の吸入容積は、参照例（図
８Ａ）における第１圧縮室２５の吸入容積に等しい。より厳密には、第１圧縮室２５の吸
入容積は、ピストン８とシリンダ５との接点（可動円８ａと固定円５ａとの接点）が第１
吸入孔１９（図３参照）を通過した瞬間、すなわち、圧縮行程が始まる瞬間における第１
圧縮室２５の容積に等しい。その瞬間において、シャフト４は、例えば、３０度の回転角
度を占有している。
【００６１】
　図９Ａ及び図９Ｂにおいて、シャフト４は、θ2度の回転角度を占有している。ただし
、第２圧縮室２６の容積が最大となるときの角度θ2は、参照例と本実施形態とで相違し
ている。図９Ａ及び図９Ｂにドットで示された部分の面積がそれぞれ第２圧縮室２６の吸
入容積を表している。本実施形態（図９Ｂ）における第２圧縮室２６の吸入容積は、参照
例（図９Ａ）における第２圧縮室２６の吸入容積よりも大きい。このように、本実施形態
によれば、第１圧縮室２５の吸入容積を減らすことなく、第２圧縮室２６の吸入容積を増
やすことができる。なお、吸入逆止弁５０が設けられている場合、第２圧縮室２６の吸入
容積は、第２圧縮室２６の最大の容積に等しい。仮に、第１吸入孔１９に吸入逆止弁が設
けられている場合、第１圧縮室２５の吸入容積は、第１圧縮室２５の最大の容積に等しい
。
【００６２】
　図１０は、第１基準平面Ｐ１に対する第２基準平面Ｐ２の傾き角度ξと第２圧縮室２６
の吸入容積の増加率との関係を示すグラフである。吸入容積の増加率は、図９Ａに示す参
照例における第２圧縮室２６の吸入容積に対する比率で表されている。傾き角度ξが大き
くなればなるほど、第２圧縮室２６の吸入容積は増える。第２圧縮室２６の吸入容積を増
やす効果は、傾き角度ξが０度よりも大きければ得られる。傾き角度ξの上限値も特に限
定されない。ロータリ圧縮機１０２の信頼性、設計上の制限等を考慮すると、傾き角度ξ
の上限値は、例えば２０度である。具体的には、傾き角度ξを０度より大きく、５度以下
の範囲又は１度より大きく、５度以下の範囲に設定しうる。
【００６３】
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　次に、第１圧縮室２５から第１吸入管１４への冷媒の逆流を抑制する効果について詳細
に説明する。
【００６４】
　第１基準位置Ｔ１から第４基準位置Ｔ４までの角度θが２７０度以上に設定されている
場合、第１圧縮室２５から第１吸入管１４への冷媒の逆流量は少ない。そのため、第１吸
入孔１９に必ずしも逆止弁を設ける必要がない。ただし、第１吸入孔１９を通じて第１圧
縮室２５から第１吸入管１４に逆流する冷媒は僅かながら存在する。この逆流によって生
じた脈動が、騒音及び振動の問題を引き起こす可能性がある。
【００６５】
　図１１Ａに示すように、シャフト４がθ1度の回転角度を占有するとき、第１圧縮室２
５は最大容積を有する。図１１Ｂに示すように、シャフト４が０度の回転角度を占有する
とき、第１圧縮室２５の容積は吸入容積に等しい。第１圧縮室２５から第１吸入管１４に
逆流する冷媒の量は、第１圧縮室２５の最大容積から第１圧縮室２５の吸入容積を減じた
容積に等しい。なお、「θ1」は、３６０度（＝０度）よりも小さい。第２基準平面Ｐ２
が第１基準平面Ｐ１に一致していると仮定すると、θ1は、αを用いて、（２７０＋α／
２）で表される。
【００６６】
　冷媒の逆流量を減らすためには、第１角度位置Ｔ１から第４角度位置Ｔ４までの角度θ
を大きくすることが必要である。しかし、角度θを大きくすると、第２圧縮室２６の吸入
容積が減少する。第１圧縮室２５の吸入容積に対する第２圧縮室２６の吸入容積の適切な
比率は、冷凍サイクル装置１００の用途等に応じて決まる。そのため、第２圧縮室２６の
吸入容積の減少を容認できない場合も考えられる。
【００６７】
　本実施形態によれば、第１基準平面Ｐ１に対して第２基準平面Ｐ２が傾くように第１ベ
ーン溝３４が形成されている、つまり、第１ベーン３２の姿勢が適切に調節されている。
そのため、第１角度位置Ｔ１から第４角度位置Ｔ４までの角度θを大きくすることなく、
第２圧縮室２６の吸入容積を増やすことができる。ゆえに、第２圧縮室２６の吸入容積を
十分に確保しつつ、第１圧縮室２５から第１吸入管１４への冷媒の逆流を抑制できる。
【００６８】
（変形例）
　図１２は、変形例に係るロータリ圧縮機の縦断面図である。ロータリ圧縮機２０２は、
図２に示すロータリ圧縮機１０２にシリンダ等の部品を追加した構造を有する。本変形例
において、図２に示す圧縮機構３、シリンダ５、ピストン８及び偏心部４ａをそれぞれ第
１圧縮機構３、第１シリンダ５、第１ピストン８及び第１偏心部４ａと定義する。第１圧
縮機構３の詳細な構造は、図２～図６を参照して説明した通りである。
【００６９】
　図１２及び図１３に示すように、ロータリ圧縮機２０２は、第１圧縮機構３に加えて第
２圧縮機構３０を備えている。第２圧縮機構３０は、第２シリンダ６５、中板６６、第２
ピストン６８、副軸受６７、マフラー７０、第３ベーン７２、第３吸入孔６９、第３吐出
孔７３を有する。第２シリンダ６５は、第１シリンダ５に対して同心円状に配置されてお
り、中板６６によって第１シリンダ５から隔てられている。
【００７０】
　シャフト４は、半径方向の外向きに突出した第２偏心部４ｂを有する。第２ピストン６
８は、第２シリンダ６５の内部に配置されている。第２シリンダ６５の内部において、第
２ピストン６８はシャフト４の第２偏心部４ｂに取り付けられている。中板６６は、第１
シリンダ５と第２シリンダ６５との間に配置されている。第２シリンダ６５には、ベーン
溝７４が形成されている。ベーン溝７４には、第２ピストン６８の外周面に接する先端を
有する第３ベーン７２（ブレード）がスライドできるように取り付けられている。第３ベ
ーン７２は、第２シリンダ６５と第２ピストン６８との間の空間を第２ピストン６８の周
方向に沿って仕切っている。これにより、第２シリンダ６５の内部に第３圧縮室７１が形
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成されている。第２ピストン６８と第３ベーン７２とが単一の部品、いわゆるスイングピ
ストンで構成されていてもよい。また、第３ベーン７２が第２ピストン６８に結合してい
てもよい。第３ベーン７２の背後には、シャフト４の中心に向かって第３ベーン７２を押
している第３ばね７６が配置されている。
【００７１】
　第３吸入孔６９は、第３圧縮室７１で圧縮するべき冷媒を第３圧縮室７１に導く。第３
吸入孔６９には、第３吸入管６４が接続されている。第３吐出孔７３は、副軸受６７を貫
いてマフラー７０の内部空間に向かって開口している。第３圧縮室７１で圧縮された冷媒
は、第３吐出孔７３を通って、第３圧縮室７１から第３圧縮室７１の外、具体的には、マ
フラー７０の内部空間に導かれる。主軸受６、第１シリンダ５、中板６６、第２シリンダ
６５及び副軸受６７をシャフト４の軸方向に貫通している流路６３を通って、マフラー７
０の内部空間から密閉容器１の内部空間１３に冷媒が導かれる。流路６３は、密閉容器１
の内部空間１３に向かって開口していてもよいし、マフラー９の内部空間に向かって開口
していてもよい。
【００７２】
　以上のように、第２圧縮機構３０は、ベーンを１つのみ有する通常のローリングピスト
ン型圧縮機の圧縮機構と同じ構造を有している。
【００７３】
　ロータリ圧縮機２０２において、第２シリンダ６５の高さ、内径及び外径は、それぞれ
、第１シリンダ５の高さ、内径及び外径に等しい。第１ピストン８の外径は、第２ピスト
ン６８の外径に等しい。第２シリンダ６５の内部には第３圧縮室７１のみが形成されてい
るので、第１圧縮室２５が第３圧縮室７１の容積よりも小さい容積を有する。つまり、第
１圧縮機構３と第２圧縮機構３０との間で部品を共通化することにより、コストの低減及
び組立容易性の向上を図ることができる。
【００７４】
　本変形例によれば、シャフト４の軸方向に関して、第１圧縮機構３が上側、第２圧縮機
構３０が下側に配置されている。第１圧縮機構３で圧縮された冷媒は、主軸受６に設けら
れた吐出孔４０及び４１を通ってマフラー９の内部空間に導かれる。第１圧縮機構３は、
２つの吐出孔４０及び４１を有している。そのため、吐出孔４０及び４１から密閉容器１
の内部空間１３までの距離をなるべく短くし、これにより、吐出孔４０及び４１での冷媒
の圧力損失をなるべく低減することが望ましい。この観点から、第１圧縮機構３が軸方向
の上側に配置されていることが好ましい。
【００７５】
　しかし、他の観点から、第１圧縮機構３は軸方向の下側に配置されていてもよい。その
理由は次の通りである。モータ２に近づけば近づくほど密閉容器１の内部の温度は高い。
つまり、ロータリ圧縮機２０２の動作時において、主軸受６は副軸受６７及びマフラー７
０の温度よりも高い温度を有する。そのため、第１圧縮機構３が上側に配置され、第２圧
縮機構３０が下側に配置されている場合、第２圧縮室２６に導かれるべき冷媒が加熱され
やすい。すると、第２圧縮室２６で圧縮されるべき冷媒の質量流量が減少するので、イン
ジェクションによる効果も減少する。より高いインジェクション効果を得るために、第２
圧縮室２６を有する第１圧縮機構３が下側に配置され、第２圧縮機構３０が上側に配置さ
れていてもよい。
【００７６】
　図１２に示すように、シャフト４の回転方向に関して、第１偏心部４ａの突出方向と第
２偏心部４ｂの突出方向との角度差が１８０度である。言い換えれば、第１ピストン８と
第２ピストン６８との位相差がシャフト４の回転方向に関して１８０度である。さらに言
い換えれば、第１ピストン８の上死点のタイミングが第２ピストン６８の上死点のタイミ
ングから１８０度ずれている。このような構成によれば、第１ピストン８の回転に基づい
て発生する振動を第２ピストン６８の回転によって打ち消すことができる。また、第１圧
縮室２５の圧縮行程と第３圧縮室７１の圧縮行程とが概ね交互に行われるとともに、第１
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圧縮室２５の吐出行程と第３圧縮室７１の吐出行程とが概ね交互に行われる。従って、シ
ャフト４のトルク変動を小さくできるためモータ損失及び機械損失の低減に有利である。
また、ロータリ圧縮機２０２の振動及び騒音も低減できる。なお、「ピストンの上死点の
タイミング」とは、ピストンによってベーンがベーン溝に最大限に押し込まれたタイミン
グを意味する。
【００７７】
　ロータリ圧縮機２０２を図１に示す冷凍サイクル装置１００に使用する場合、次のよう
な構成を採用できる。冷凍サイクル装置１００は、蒸発器としての第１熱交換器１０４又
は第２熱交換器１１２から流出した冷媒をロータリ圧縮機２０２の第１吸入孔１９に導く
吸入流路１０ｄを有する。図１２に示すように、第１熱交換器１０４又は第２熱交換器１
１２から流出した冷媒がロータリ圧縮機２０２の第１吸入孔１９及び第３吸入孔６９の両
方に導かれるように、吸入流路１０ｄは、第１吸入孔１９に向かって延びる分岐部分１４
と、第３吸入孔６９に向かって延びる分岐部分６４とを含む。本実施形態では、第１吸入
管１４が分岐部分１４を構成し、第３吸入管６４が分岐部分６４を構成している。このよ
うな構成によれば、第１圧縮室２５及び第３圧縮室７１に冷媒をスムーズに導くことがで
きる。なお、吸入流路１０ｄが密閉容器１の内部で分岐していてもよい。
【００７８】
（第２実施形態）
　図１４は、第２実施形態に係る冷凍サイクル装置の構成図である。本実施形態の冷凍サ
イクル装置２００は、インジェクションを２段階で行う点で第１実施形態の冷凍サイクル
装置１００と相違する。インジェクションを２段階で行うので、冷凍サイクル装置２００
を暖房又は給湯の用途で使用する場合に特に高い効果が得られる。以下、第１実施形態で
説明した構成要素には、同一の参照符号を付し、その説明を省略する。
【００７９】
　冷凍サイクル装置２００は、ロータリ圧縮機３０２、第１熱交換器１０４、第１膨張機
構１０６、第１気液分離器１０８、第２膨張機構１１０、第２気液分離器１０９、第３膨
張機構１１１及び第２熱交換器１１２を備えている。これらの構成要素は、冷媒回路１０
を形成するように、流路１０ａ～１０ｅによって上記の順番に環状に接続されている。冷
媒回路１０には、冷媒の流れ方向を切り替えることができる切り替え機構として、四方弁
１１６が設けられている。
【００８０】
　第１膨張機構１０６は、放熱器としての第１熱交換器１０４で冷却された冷媒を膨張さ
せる。第１気液分離器１０８は、第１膨張機構１０６で膨張した冷媒を気相の冷媒と液相
の冷媒とに分離する。第２膨張機構１１０は、第１気液分離器１０８で分離された液相の
冷媒を膨張させる。第２気液分離器１０９は、第２膨張機構１１０で膨張した冷媒を気相
の冷媒と液相の冷媒とに分離する。第３膨張機構１１１は、第２気液分離器１０９で分離
された液相の冷媒を膨張させる。第３膨張機構１１１を通過した冷媒は、蒸発器としての
第２熱交換器１１２に流入する。四方弁１１６の機能により、上記と逆の方向にも冷媒を
流すことができる。
【００８１】
　ロータリ圧縮機３０２は、第１吸入孔１９、第２吸入孔２０、第３吸入孔２３及び第４
吸入孔２４を有する。吸入流路１０ｄは、第１熱交換器１０４又は第２熱交換器１１２か
ら流出した冷媒をロータリ圧縮機３０２の第１吸入孔１９及び第３吸入孔２３にそれぞれ
導く。
【００８２】
　冷凍サイクル装置２００は、さらに、第１インジェクション流路１０ｊ及び第２インジ
ェクション流路１０ｋを備えている。第１インジェクション流路１０ｊは、第１気液分離
器１０８に接続された一端とロータリ圧縮機３０２に接続された他端とを有し、第１気液
分離器１０８で分離された気相の冷媒をロータリ圧縮機３０２に導く。第２インジェクシ
ョン流路１０ｋは、第２気液分離器１０９に接続された一端とロータリ圧縮機３０２に接
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続された他端とを有し、第２気液分離器１０９で分離された気相の冷媒をロータリ圧縮機
３０２に導く。
【００８３】
　本実施形態の冷凍サイクル装置２００は、第１気液分離器１０８及び第１インジェクシ
ョン流路１０ｊに加えて、第２気液分離器１０９及び第２インジェクション経路１０ｋを
有している点で第１実施形態の冷凍サイクル装置１００と相違する。また、第２実施形態
の冷凍サイクル装置２００に使用されたロータリ圧縮機３０２は、２段階でインジェクシ
ョンを行えるように構成されている。
【００８４】
　図１５、図１６Ａ及び図１６Ｂに示すように、ロータリ圧縮機３０２は、第１実施形態
で説明した圧縮機構３と、圧縮機構３と同じ構造を有する第２圧縮機構９０とを備えてい
る。第１実施形態で説明したロータリ圧縮機１０２の圧縮機構３、シリンダ５、ピストン
８及び偏心部４ａをそれぞれ第１圧縮機構３、第１シリンダ５、第１ピストン８及び第１
偏心部４ａと定義する。
【００８５】
　図１５及び図１６Ｂに示すように、第２圧縮機構９０は、第２シリンダ７５、第２ピス
トン７８、第３ベーン９２、第４ベーン９３、第３吸入孔２３、第３吐出孔４５、第３吐
出弁４７、第４吸入孔２４、第４吐出孔４６、第４吐出弁４８及び第２吸入逆止弁５６を
有する。第２圧縮機構９０は、第１圧縮機構３と基本的に同じ構造を有する。シャフト４
を共有するように、第１圧縮機構３に対して第２圧縮機構９０が同心円状に配置されてい
る。
【００８６】
　すなわち、第１圧縮機構３の第１シリンダ５、第１ピストン８、第１ベーン３２、第２
ベーン３３、第１吸入孔１９、第１吐出孔４０、第１吐出弁４３、第２吸入孔２０、第２
吐出孔４１、第２吐出弁４４及び第１吸入逆止弁５０が、それぞれ、第２圧縮機構９０の
第２シリンダ７５、第２ピストン７８、第３ベーン９２、第４ベーン９３、第３吸入孔２
３、第３吐出孔４５、第３吐出弁４７、第４吸入孔２４、第４吐出孔４６、第４吐出弁４
８及び第２吸入逆止弁５６に対応している。また、第１圧縮機構３の第１ベーン溝３４、
第１ばね３６、第２ベーン溝３５及び第２ばね３７が、それぞれ、第２圧縮機構９０の第
３ベーン溝９４、第３ばね９６、第４ベーン溝９５及び第４ばね９７に対応している。さ
らに、第１圧縮機構３の第１圧縮室２５及び第２圧縮室２６が、それぞれ、第２圧縮機構
９０の第３圧縮室２７及び第４圧縮室２８に対応している。さらに、ロータリ圧縮機１０
２の第１吸入管１４及び第２吸入管１６が、それぞれ、ロータリ圧縮機３０２の第３吸入
管８４及び第４吸入管８６に対応している。第１圧縮機構３に関する全ての構造及びその
説明は、第２圧縮機構９０のそれらに援用できる。
【００８７】
　なお、図１７に示すように、第３ベーン９２の先端がシャフト４の回転軸Ｏの方向を向
くように、第３ベーン溝９４が形成されていてもよい。すなわち、シャフト４の回転軸Ｏ
に平行、かつ第３ベーン溝９４の幅方向の中心を通る仮想的な平面が、シャフト４の回転
軸Ｏを含むように、第３ベーン溝９４が形成されていてもよい。
【００８８】
　ロータリ圧縮機３０２によれば、シャフト４の回転方向に関して、第１偏心部４ａの突
出方向と第２偏心部４ｂの突出方向との角度差が１８０度である。言い換えれば、第１ピ
ストン８と第２ピストン７８との位相差がシャフト４の回転方向に関して１８０度である
。この構成に基づく効果は、図１２に示すロータリ圧縮機２０２に関して説明した通りで
ある。
【００８９】
　第１インジェクション流路１０ｊは、第１気液分離器１０８で分離された気相の冷媒を
ロータリ圧縮機３０２の第２吸入孔２０に導く。第２インジェクション流路１０ｋは、第
２気液分離器１０９で分離された気相の冷媒をロータリ圧縮機３０２の第４吸入孔２４に
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導く。第１圧縮機構３及び第２圧縮機構９０の両方が中間圧を有する冷媒を圧縮できるの
で、ロータリ圧縮機３０２の更なる効率の向上を期待できる。
【００９０】
（変形例）
　第１圧縮室２５は、第３圧縮室２７の容積と異なる容積を有していてもよい。また、第
２圧縮室２６は、第４圧縮室２８の容積と異なる容積を有していてもよい。例えば、図１
８に示す変形例では、第２シリンダ７５の厚みＨ2が第１シリンダ５の厚みＨ1よりも大き
い。そのため、第４圧縮室２８（第２インジェクション圧縮室）が第２圧縮室２６（第１
インジェクション圧縮室）の容積よりも大きい容積を有する。この場合、第２圧縮室２６
に高圧側のインジェクション流路（例えば第１インジェクション流路１０ｊ）から冷媒を
供給し、第４圧縮室２８に低圧側のインジェクション流路（例えば第２インジェクション
流路１０ｋ）から冷媒を供給できる。つまり、相対的に大きい容積を有する第４圧縮室２
８で相対的に低い圧力の冷媒を圧縮し、相対的に小さい容積を有する第２圧縮室２６で相
対的に高い圧力の冷媒を圧縮する。このようにすれば、第２圧縮室２６及び第４圧縮室２
８が、それぞれ、第１気液分離器１０８及び第２気液分離器１０９で生成したガス冷媒を
過不足なく吸入できる。ガス冷媒が過不足なくロータリ圧縮機３０２にインジェクション
されることにより、冷凍サイクル装置２００を高い効率で運転することが可能となる。
【００９１】
　第２圧縮室２６の容積に対する第４圧縮室２８の容積の比率は、冷媒の種類、冷凍サイ
クル装置１００の用途等に左右されるので一概には決まらない。一例として、第２圧縮室
２６の容積をＶ1、第４圧縮室２８の容積をＶ2とすると、容積Ｖ1及びＶ2が１．１≦（Ｖ

2／Ｖ1）≦３０を満たすように、圧縮機構３及び９０の設計を行なえる。なお、圧縮室の
容積は、シリンダの高さ、シリンダの内径、ピストンの外径、シャフトの偏心部の突出量
等の様々な設計値の変更によって調節できる。もちろん、２つのベーンの位置関係を変更
することによっても圧縮室の容積を調節できる。シリンダの高さ、シリンダの内径、ピス
トンの外径及びシャフトの偏心部の突出量から選ばれる少なくとも１つの設計値を第１圧
縮機構３と第２圧縮機構９０との間で異ならせることにより、第２圧縮室２６の容積及び
第４圧縮室２８の容積を上記した関係に調節する場合、ベーンの位置を変更することなく
圧縮室の容積を最適化できる。
【００９２】
　図１４に示す冷凍サイクル装置２００によれば、四方弁１１６を制御することにより冷
媒の流れ方向が切り替わる。従って、図１９に示すように、第１インジェクション流路１
０ｊの冷媒をロータリ圧縮機３０２の第２吸入孔２０及び第４吸入孔２４から選ばれる一
方に導くことができ、かつ第２インジェクション流路１０ｋの冷媒をロータリ圧縮機３０
２の第２吸入孔２０及び第４吸入孔２４から選ばれる他方に導くことができるように流路
切替部１２２を設けることができる。
【００９３】
　流路切替部１２２は、第１三方弁１１８、第２三方弁１１９、第１バイパス流路１２０
及び第２バイパス流路１２１を有する。第１三方弁１１８は、第１インジェクション流路
１０ｊ上に設けられている。第２三方弁１１９は、第２インジェクション流路１０ｋ上に
設けられている。第１バイパス流路１２０は、第１三方弁１１８の１つの出口と第２イン
ジェクション流路１０ｋとを接続している。第２バイパス流路１２１は、第２三方弁１１
９の１つの出口と第１インジェクション流路１０ｊとを接続している。三方弁１１８及び
１１９を実線で示されるように制御すると、第１インジェクション流路１０ｊの冷媒が第
２吸入孔２０に導かれ、かつ第２インジェクション流路１０ｋの冷媒が第４吸入孔２４に
導かれる。三方弁１１８及び１１９を破線で示されるように制御すると、第１インジェク
ション流路１０ｊの冷媒が第４吸入孔２４に導かれ、かつ第２インジェクション流路１０
ｋの冷媒が第２吸入孔２０に導かれる。このようにすれば、冷媒の流れ方向が変わったと
しても、第２圧縮室２６及び第４圧縮室２８のそれぞれに適切な圧力の冷媒を供給できる
。
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【産業上の利用可能性】
【００９４】
　本発明の冷凍サイクル装置は、給湯機、温水暖房装置及び空気調和装置等に利用できる
。
【符号の説明】
【００９５】
１　密閉容器
２　モータ
３　圧縮機構
３０，９０　第２圧縮機構
４　シャフト
４ａ，４ｂ　偏心部
５　シリンダ
５ａ　シリンダの内周面をなす固定円
６５，７５　第２シリンダ
５ｇ　溝
６　主軸受
７，６７　副軸受
８　ピストン
８ａ　ピストンの外周面をなす可動円
６８，７８　第２ピストン
９，７０　マフラー
１０ａ～１０ｅ　流路
１０ｊ　インジェクション流路
１０ｋ　第２インジェクション流路
１１　吐出管
１３　内部空間
１４　第１吸入管
１６　第２吸入管
１９　第１吸入孔
２０　第２吸入孔
２３，６９　第３吸入孔
２４　第４吸入孔
２５　第１圧縮室
２６　第２圧縮室
２７，７１　第３圧縮室
２８　第４圧縮室
３２　第１ベーン
３３　第２ベーン
３４　第１ベーン溝
３５　第２ベーン溝
４０　第１吐出孔
４１　第２吐出孔
４３　第１吐出弁
４４　第２吐出弁
４５，７３　第３吐出孔
４６　第４吐出孔
４７　第３吐出弁
４８　第４吐出弁
５０，５６　吸入逆止弁
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５１　弁本体
５１ｐ　弁本体の表面
５１ｑ　弁本体の裏面
５２　弁止め
５２ｑ　支持面
８４　第３吸入管
８６　第４吸入管
７２，９２　第３ベーン
９３　第４ベーン
９４　第３ベーン溝
９５　第４ベーン溝
１００，２００　冷凍サイクル装置
１０２，２０２，３０２　ロータリ圧縮機
１０４　第１熱交換器
１０６　第１膨張機構
１０８　第１気液分離器
１０９　第２気液分離器
１１０　第２膨張機構
１１１　第３膨張機構
１１２　第２熱交換器
１１６　四方弁
Ｐ１　第１基準平面
Ｐ２　第２基準平面
Ｐ３　第３基準平面
Ｔ１　第１角度位置
Ｔ２　第２角度位置
Ｔ３　第３角度位置
Ｔ４　第４角度位置
Ｏ　回転軸
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